
事 業 名 称 全国的な空き家対策推進のための協議・検討及び事例収集・情報提供事業 

事業主体 名 一般社団法人すまいづくりまちづくりセンター連合会 

連 携 先 総社市・井手町 他 

対 象 地 域 全国 

事業の特 徴 
空き家対策に取り組む地方公共団体等が専門知識やノウハウが必要な具体

的課題等を共有し、専門家と連携して対応策を協議・検討する場を設ける。 

成 果 
・空き家対策に係る事例調査結果 

・専門部会（又は分科会）の配布資料、議事録、成果物 

成果の公表先 

・全国空き家対策推進協議会ホームページで公表 

 https://www.sumaimachi-center-rengoukai.or.jp/zenkokuakiya/ 

・空き家対策支援制度情報検索サイトで公表  

 https://www.sumaimachi-center-rengoukai.or.jp/shienseido/ 

 

１．事業の背景と目的 

近年、超高齢社会の到来等による高齢者世帯のみの居住形態の増加や相続機会の増加、住宅の新

築信仰等を背景とした空き家（中古住宅）の流通の低迷等を背景に、全国的に空き家が増加し、空

き家の個別的・点的対応や都市・地域のスポンジ化への面的な対応が地方公共団体等の喫緊の課題

となっている。 

都道府県、市区町村にあっては、平成 27 年に空家法が施行され、法に基づく特定空家等の助言・

指導～行政代執行等の措置や、略式代執行の費用回収等のための財産管理制度の活用など、着実に

取組みを進めつつあるが、そうした取組みの入口となる所有者の特定や相続放棄の確認方法、行政

代執行等を執行する際の事務手続き、財産管理制度の活用の際の家庭裁判所への財産管理人の申立

等の事務手続き、活用可能な空き家の流通のための空き家バンクの登録など、様々な場面で課題を

抱えている。 

このため、本事業は、空き家対策に取り組む地方公共団体等が、専門知識やノウハウが必要な具

体的な課題や効果的な課題解決策等について共有し、民間事業者や法務、不動産等の専門家と連携

した対応方策を協議・検討し、実践的な空き家対策について政策提言を行い、空き家対策の実現を

図るとともに、協議検討等の過程で蓄積したノウハウや各種取組事例等の周知普及を図ること（空

き家対策の全国的なプラットホームの構築）を目的とする。 

 

２．事業の内容 

（１）事業の概要と手順 

 全国空き家対策推進協議会を運営することにより、以下の①～③を実施した。 

① 全国の空き家対策の取組事例等の情報収集・整理【取組事例調査】 

② 空き家対策の具体的課題に関する検討・協議のための専門部会の運営【専門部会運営】 

③ 地方公共団体等への情報提供・共有のプラットホームの設置・運営【情報提供】 



また、本事業の役割分担及びスケジュールは、下表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組内容 具体的な内容（小項目） 担当者（組織名） 業務内容 

①取組事例調査 

財産管理制度活用事例の

収集・整理 

（一社）センター連

合会・（株）ナヴィ 

財産管理制度活用事例情報の提

供を求め、収集された情報を整理 

空き家対策支援制度情報

の収集・整理 

（一社）センター連

合会・（有）オレン

ジ・ブラッサム 

空き家対策支援制度情報の提供

を求め、収集された情報を整理 

支援制度検索サイトにおいて、こ

れら収集した情報を掲載又は反

映 

②専門部会運営 

企画・普及部会等開催 
（一社）センター連

合会・（株）ナヴィ 

当部会等の日程調整、会場準備、

開催の案内、部会等の検討に必要

な調査の実施（回答整理・集計・

分析等も含む）、配布資料の作

成・公表、議事録の作成・公表 

所有者特定・財産管理制度

部会等開催 

（一社）センター連

合会・（株）ナヴィ 

当部会等の日程調整、会場準備、

開催の案内、部会等の検討に必要

な調査の実施（回答整理・集計・

分析等も含む）、配布資料の作

成・公表、議事録の作成・公表 

空き家バンク部会開催 
（一社）センター連

合会 

当部会等の日程調整、会場準備、

開催の案内、部会等の検討に必要

な調査の実施（回答整理・集計・

分析等も含む）、配布資料の作

成・公表、議事録の作成・公表 

③情報提供 

協議会ホームページ等の

運営 

（一社）センター連

合会 

協議会ホームページ・支援制度検

索サイトの維持管理・情報更新 

ホームページ等のアンケ

ート調査 

（一社）センター連

合会 

ホームページ・支援制度検索サイ

トのアンケート調査の実施（回答

の整理等も含む） 

ホームページ等の改修 
（有）オレンジ・ブ

ラッサム 

直上のこれら収集した回答をも

とにホームページ・支援制度検索

サイトの改修 

※「（一社）センター連合会」とは、「一般社団法人すまいづくりまちづくりセンター連合会」のことである。 

※「協議会ホームページ」及び「ホームページ」とは、「全国空き家対策推進協議会ホームページ」のことで 

 ある。 

※「支援制度検索サイト」とは、「空き家対策支援制度情報検索サイト」のことである。 

表１ 役割分担表 



 

 

取組内容 具体的な内容（小項目） 
平成 30 年度 

8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 

①取組事 

例調査 

財産管理制度活用事例の収集・整理        

空き家対策支援制度情報の収集・整理        

②専門部

会運営 

企画・普及部会等開催        

所有者特定・財産管理制度部会等開催        

空き家バンク部会開催        

③情報 

提供 

協議会ホームページ等の運営        

ホームページ等のアンケート調査        

ホームページ等の改修        

（２）事業の取組詳細 

①全国の空き家対策の取組事例等の情報収集・整理【取組事例調査】 

●財産管理制度活用事例の収集・整理 

財産管理制度活用事例について、活用されたことが想定できる市区町村を対象に、平成 29 年 10

月 2 日以降平成 30 年 10 月 1 日までの間に活用された事例情報の提供を依頼した。 

回答件数等は以下のとおりである。申立人・財産管理人の内訳、土地・建物の概要、相続人等の

利害関係人、市区町村の債権の有無と申立理由、予納金、手続き状況等に係る情報を収集できた。 

回答件数：34市区町村・43事例（相続財産管理人の選任申立事例：40事例、不在者財産管理人

の選任申立事例：3事例） 

        

表２ 事業実施スケジュール表 

分科会 分科会 

分科会 分科会 

■相続財産管理人の選任申立事例

担当部署 建設部都市整備課空き家対策担当

相続放棄人 ２名

市町村の債権の有無 未納市税有、応急措置債権有

申立理由 小学校の通学路、隣接地住宅の通路と近接し
ており、損壊・落雪等により被害が発生する
恐れがあるため。また、上記債権のため。

申立書の作成主体 職員（自前）

予納金の額（万円） ５５．４

予納金の工面方法 予算措置

裁判所への申立日 平成３０年２月２２日

裁判所が選任した
財産管理人

平成３０年３月１２日（選任の審判書）
司法書士

現在の進捗状況 安全代行措置による解体が完了。
今後、相続財産管理人が隣接者に土地を売却
し、費用の弁済をしていただく予定。

制度活用上苦労した
点・工夫点

相続放棄が判明すると同時期に隣接者より土
地を購入したい旨の相談があったため、安全
代行措置による解体が可能と考え手続きを進
めた。

■写真

申立前

安全代行措置後

全国的な空き家対策推進のための協議・検討及び事例収集・情報提供事業

 

部会 

部会 

部会 

部会 

部会 

図１ 財産管理制度活用事例情報（例） 



次に、これらいただいた情報に対して整理・分析を行った。分析結果は下図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●空き家対策支援制度情報の収集・整理 

空き家対策に係る支援制度について、全国空き家対策推進協議会会員の全ての都道府県・市区町

村を対象に、今年度立ち上げられた支援制度等の情報の提供を依頼した。 

結果、情報更新の依頼も併せて約 300 件の情報をいただき、これら情報を整理し、空き家対策支

援制度情報検索サイトに登録・掲載した（新規登録件数：160 件）。このサイトは、下図のとおり、

地方・都道府県、並びに、支援対象区分（空き家の除却・利活用・取得、その他）等により検索し、

各地方公共団体が取り組まれている空き家対策支援制度情報（支援制度名称、支援対象区分、支援

制度内容、予算、支援事業開始年度、所管部署情報）の閲覧が可能である。 

 

 

  

  

   

   

   

   

 

 

全国的な空き家対策推進のための協議・検討及び事例収集・情報提供事業

※（ ）内の数字は意見数

■相続財産管理人の選任申立事例（38件）の概要

確認した
相続放棄
人の人数

０人 ～５人 ～10人 10人以上 未回答

１６ １０ ８ - 4

42.1％ 26.3％ 21.1％ - 10.5％

相続人以
外の債権
者の有無

なし あり 未回答

27 １０ １

71.1％ 26.3％ 2.6％

市区町の
債権の
無

あり 無し

２８ 10

73.7％ 26.3％

申立書類
の作成者

職員(自前) 外部委託

３５ ３

92.1％ 7.9％

予納金
の額

（万円）

０※ ～５０ ～１００ １００以上

８ ４ ７ １９

21.1％ 10.5％ 18.4％ 50.0％

予納金の
工面方法
※予納金0

を除く24件
の内訳

予算措置 予備費
空き家
対策費

他の予算
の流用

未回答

２６ １ ２ ３ ６

68.4％ 2.6％ 5.3％ 7.9％ 15.8％

選任され
た相続財
産管理人

弁護士 司法書士 （選任前）

３２ ５ １

84.2％ 13.2％ 2.6％

・確認した相続放棄人の平均３．３人
・最少人数：0人、最多人数：28人

債権あり(28)

・租税債権（13） ※死亡者課税等含む

・租税債権＋応急措置費用（3）
・租税債権＋応急措置費用＋特定空家（1）
・租税債権＋空家法等の措置困難（3）
・租税債権＋介護保険料等（1）
・略式代執行費用（5）
・略式代執行＋応急措置費用（2）

債権なし(10) ・特定空家等（8）
・相続人不存在で空家法の

措置手続きが進められない困難（2）

・外部委託先：司法書士（3）

・予納金額の平均：69万円
・最高額：210万円（ただし解体費用を含むケース）
・予納金なしの事例の主な理由

：預貯金等の資産あり、不動産の売却見込みがあり売却額で財産
管理人の報酬を支払える、財産管理人の報酬を直接支払うなど

裁判所に相続財産管理人を推薦（21）

裁判所に相続財産管理人を推薦せず（16）

※16件は推薦した相続財産管理人が選任された
別の相続財産管理人が選任は3件（未回答2件）

※未回答1件※印紙代や官報掲載料のみの場合は0円とカウント  

図２ 財産管財産管理人の選任申立事例の概要 



 

 

 

図３ 空き家対策支援制度情報検索サイトについて 



②空き家対策の具体的課題に関する検討・協議のための専門部会の運営【専門部会運営】 

空き家対策の具体的課題に対して検討・協議を行うため、企画・普及部会、所有者特定・財産

管理制度部会、空き家バンク部会の 3つの専門部会を設置し、運営した。 

 また、企画・普及部会においては、政策提言検討分科会及び情報発信分科会を設置し、所有者

特定・財産管理制度部会においては、所有者特定分科会及び財産管理制度分科会を設置し、検討

すべき課題を絞り、少人数で密に検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●企画・普及部会等開催 

第１回企画・普及部会 

平成 30 年 10 月 22 日に当部会を開催し、検討すべき課題、分科会設置等を検討した。結果、2

つの分科会を設置することが決定した。 

政策提言検討分科会 

平成 30 年 12 月 27 日に当分科会を開催し、固定資産税の小規模住宅用地特例の見直し及び 400

万円未満の低額物件の不動産仲介手数料の上限規制の緩和等について、検討・討議を行った。 

情報発信分科会 

平成 30 年 12 月 11 日に当分科会を開催し、空き家化予防等の広報・啓発冊子の作成、及び、

空き家の発生・管理放棄等の予防に関する先進的取組事例の収集・整理について検討を行った。

結果、空き家の適正管理や利活用に向けて、その所有者等が自ら行動することを促すための啓

発素材として、及び、各市町村では気候風土や問題意識も異なることから、冊子の内容をカス

タマイズいただくことも前提にして空家等対策啓発冊子を作成した。下図は、この冊子の概要

◆専門部会の構成

※1：国立研究開発法人 建築研究所 住宅・都市研究グループ
国土技術政策総合研究所 住宅研究部 住宅計画研究室

※2：日本弁護士連合会 所有者不明土地問題に関するワーキンググループ
日本司法書士会連合会 空き家・所有者不明土地問題等対策部
日本行政書士会連合会 法務業務部

企画・普及部会
（21市区町＋顧問※1）

所有者特定・
財産管理制度部会

（16市区町＋顧問※1 ＋協力委員※2）

空き家バンク部会
（16市区町）

政策提言
検討分科会

（8市区町）

情報発信
分科会
（8市町）

編集ＷＧ
（6市町）

所有者特定
分科会
（4市区町）

財産管理
制度分科会

（4市）

部会長：総社市 部会長：板橋区 部会長：浜松市

＊両分科会は合同開催

 

図４ 専門部会の構成について 



である。また、空き家の発生抑制及び空き家化後の放置・管理放棄防止に係る先進的取組事例

集の作成も行った。 

 

 

 

 

ただし、検討時間も短く、限られていたため、政策提言を行える所まで検討できず、不十分

であった。今後、さらに検討の必要があるものと思われる。 

 

まとめた。情報発信分科会では、また、これら成果を第 2回当部会において吟味し、今後当

協議会ホームページにおいて公表する予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２回企画・普及部会 

平成 31 年 2 月 20 日に当部会を開催し、2つの分科会で検討された内容、成果等に対して検

討を行った。結果、空家等対策啓発冊子及び空き家の発生抑制及び空き家化後の放置・管理放

棄防止に係る先進的取組事例集は、一般に公表することを決定した。今後、全国空き家対策推

進協議会ホームページ等において掲載する予定である。 

 

●所有者特定・財産管理制度部会等開催 

第 1回所有者特定・財産管理制度部会 

平成 30 年 9 月 19 日に第１回当部会を開催し、検討すべき課題、分科会設置等を検討した。

結果、2つの分科会を設置することが決定した。 

第１回所有者特定分科会 

平成 30 年 11 月 9 日に第１回当分科会を開催し、特定が困難な所有者別の特定のための情報

源の実態把握、及び、所有者特定のために必要となる関係省庁への働きかけ内容の明確化につ

いて検討を行った。結果、所有者特定のために税情報を容易に入手可能な市町と一定の手続き

を経ないと入手が難しい市区町とに分かれている実態を確認し、また、郵便局や電気、水道等

のインフラ事業者の保有情報開示のためには、空家法での対応の他に関連法の守秘義務の解除

が必要であることを確認した。

■空家等対策啓発冊子案

目 次

はじめに

①空き家が増えています

②なぜ、空き家が増えているのでしょうか

③空き家を活用していない理由は？

④元気な時に「住まいの終活」を

⑤遺産分割協議と相続登記

⑥法定人の範囲と法定相続分

⑦空き家を放置すると

⑧住宅用地特例の適用について

⑨空家法について

⑩空き家の適正管理について

⑪空き家所有者の選択肢

⑫空き家を活用するために必要な準備

⑬空き家の活用等に向けた相談窓口

⑭空き家の活用等に向けた支援制度

元気な時に『住まいの終活』を

空き家の管理について

 

図５ 空家等対策啓発冊子の概要 



第２回所有者特定分科会 

平成 31 年 1 月 11 日に第１回当分科会を開催し、引き続き、所有者特定のために入手する情

報源の順番、情報提供形式、関係省庁への働きかけの優先順位等について検討を行った。結果、

「所在地不明の空家等所有者」の特定のために、固定資産税の徴収情報や住民税の勤務先情報

に関する市町村の内部情報と、郵便局や電気、水道等のインフラ事業者の保有情報開示に関す

る空家法の改正や運用通知の発出が必要であることを確認した。 

 

第１回財産管理制度分科会 

平成 30 年 11 月 9 日に第１回当分科会を開催し、相続放棄人による財産管理人の選任申立て

の義務化について検討を行った。結果、管理責任を明確にする意味で、第一順位の法定相続人

が連帯で選任申立てを行うスキームへの変更が必要（最後の相続放棄人とは担う責任の重さが

異なる）ではないかとの提案をまとめた。また、この他に、現制度を改善する視点での検討が

必要であるとの考えを示した。 

第２回財産管理制度分科会 

平成 31 年 1 月 11 日に第１回当分科会を開催し、引き続き、財産管理制度の改善点及び制度

改善提案について検討を行った。結果、第一順位の法定相続人が相続放棄する際の財産管理人

の選任申立ての義務化（入口）と併せて、例えば「財産管理人の選任申立から 1年経過しても

売却等の処分がなされない場合は国庫に帰属する（所有者を明らかにする）」との出口の明確

化が必要であること、及び、民法第 940 条の相続放棄人の第三者への管理責任の明確化と併せ

て、空家法第 3条の所有者の責務を「努める」から「ねばならぬ」への義務強化の法改正が必

要ではないかとの要望・提案をまとめた。 

及び、相続財産管理制度の改善点、財産管理制度に係るＱ＆Ａを整理した。 

第２回所有者特定・財産管理制度部会 

平成 31 年 2 月 4 日に当部会を開催し、2つの分科会で検討された内容、成果等に対して検討

を行った。結果、これら分科会で検討された以下について政策提言してゆくこと、及び、（２）

①の財産管理制度の活用事例集及び財産管理制度に関してよくある質問は、一般に公表するこ

とを決定した。今後、全国空き家対策推進協議会ホームページ等において掲載する予定である。 

・固定資産税の徴収情報や住民税の勤務先情報等の内部情報の開示 

・郵便局及び電気、水道等のインフラ事業者の保有情報の開示 

・相続放棄人による相続財産管理人の選任申立ての義務化（管理責任を明確にする意味で、

相続順位第一位の相続人が相続放棄する場合） 

・財産管理制度の改善点等の整理 

 

●空き家バンク部会等開催 

・空き家バンク部会 

平成 30 年 12 月 13 日に当部会を開催し、今後、空き家バンクへの登録促進策について、事

例収集及び深掘りし、情報提供を行う方針が検討された。今後、これら方法等について検討す

る予定である。 

 



③地方公共団体等への情報提供・共有のプラットホームの設置・運営【情報提供】 

 

●全国空き家対策推進協議会ホームページ等の運営 

全国空き家対策推進協議会ホームページ（以下、「ホームページ」という。）及び空き家対策支援

制度情報検索サイト（以下、「検索サイト」という。）を運営・維持管理することにより、関係各省

庁からのお知らせを掲載する等、空き家対策に係る最新情報の提供に努めた。 

特に全国空き家対策推進協議会会員に対しては、下図の会員メニューでも確認できるように、専

門部会情報として配布資料及び議事録の提供等、更に情報提供に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 全国空き家対策推進協議会ホームページ 



●ホームページ等のアンケート調査 

ホームページ・検索サイトの利用について、全国空き家対策推進協議会会員の全ての都道府県・

市区町村を対象に、意見提供を依頼し、これら回答を整理した。回答件数等は以下のとおりである。 

回答件数：ホームページに対する意見：93 件、検索サイトに対する意見：65 件 

 

●ホームページ等の改修 

以上の調査によりいただいた意見をもとに、ホームページ・検索サイトの機能等の改修を行った。 

 

（３）成果 

①財産管理制度活用事例情報、新たな空き家対策支援制度情報（ホームページ等により公表） 

②専門部会（分科会を含む）の開催議事録・配布資料・検討結果資料 

③改修されたホームページ・検索サイト 

３．評価と課題 

現在、事業実施中であるが、ほぼ、交付申請時に予定された事業は実施されたものと考えられる。

課題については、事業期間がほぼ半年と短いこともあり、専門部会において検討される課題は 1つ、

2つが精一杯であり、更に効率的な検討方法について検討することが必要なものと思われる。 

４．今後の展開 

今後、引き続き、各専門部会における空き家対策に係る課題の検討、及びホームページ等により

空き家対策に有効な多くの情報の提供を実施して行きたい。 

 

 

■事業主体概要・担当者名 

設立時期 平成２０年８月 

代表者名 室木 眞則 

連絡先担当者名 高田 茂 

連絡先 
住所 〒162-0825 東京都新宿区神楽坂一丁目15番地神楽坂1丁目ビル6階 

電話 03-5229-7560 

ホームページ http:// www.sumaimachi-center-rengoukai.or.jp 

 


